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◦申し込み・問い合わせ　役場総合政策課　行革推進係　☎ 096（293）3118

大津町行政改革懇談会の公募委員を募集します募集

６月中旬に国民健康保険税の納付書を発送します税
◦問い合わせ　役場税務課　住民税係　☎ 096（293）3117

町
の
行
政
改
革
に
広
く
町
民
の
参
画
と

協
働
に
よ
る
行
政
運
営
を
進
め
る
た

め
、
大
津
町
行
政
改
革
懇
談
会
の
公
募
委
員

を
募
集
し
ま
す
。

学
識
経
験
者
や
各
種
団
体
の
代
表
な
ど

町
が
選
任
し
た
委
員
と
と
も
に
、
行

政
改
革
推
進
に
関
す
る
重
要
事
項
を
審
議
し

て
も
ら
い
ま
す
。

●
申
し
込
み
期
間　
６
月
25
日（
木
）

●
対
象
者　
町
内
に
在
住
ま
た
は
在
勤
の
20

歳
以
上
の
人

●
募
集
人
員　
4
人
程
度

●
活
動
期
間　
2
年
間（
平
成
28
年
度
ま
で
）

●
活
動
内
容　
効
率
的
な
町
政
の
実
現
目
指

　
し
て
、
現
在
町
が
進
め
て
い
る
行
財
政
改

　

革
の
進
行
状
況
な
ど
に
つ
い
て
審
議
し
、

　
ご
意
見
や
ご
提
案
を
い
た
だ
き
ま
す
。

●
活
動
回
数　
年
2
回
程
度
、
平
日
の
日
中

　
に
開
か
れ
る
懇
談
会
に
出
席
。

●
報
酬
な
ど　
規
定
の
報
酬
、
費
用
弁
償
を

　
支
払
い
ま
す
。

●
申
し
込
み
方
法　

　
住
所
、
氏
名
、
年
齢
と　
連
絡
先
、
行
政

　
改
革
に
関
す
る
ご
意
見
な　
ど
を
記
入
し

　
た
も
の
を
提
出
し
て
下
さ
い
。

　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
て
様
式
を
掲
載
し
て
い

　
ま
す
。

あ
な
た
の
意
見
を
行
政
改
革
に
・
・
・

年
間
の
保
険
税
額
を
算
出
し
、
そ
の
額

を
６
月
か
ら
来
年
の
１
月
ま
で
の
８

期
に
分
け
て
、
８
期
分
を
ま
と
め
た
納
付
書

を
、
６
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

年
金
か
ら
保
険
税
が
天
引
き
さ
れ
て
い

る
人
に
つ
い
て
は
、
10
月
以
降
の
決

定
金
額
を
記
載
し
た
通
知
を
送
付
し
ま
す
。

納
税
通
知
書
に
は
、
そ
の
世
帯
の
国
民

健
康
保
険
加
入
者
の
氏
名
が
記
載
さ

れ
て
い
ま
す
。
勤
務
先
の
社
会
保
険
な
ど
に

加
入
し
て
い
る
人
で
記
載
が
あ
る
人
は
、
国

民
健
康
保
険
か
ら
の
脱
退
の
届
出
を
し
て
い

な
い
可
能
性
が
あ
り
ま
す
の
で
、
必
ず
ご
確

認
を
お
願
い
し
ま
す
。

な
お
、
年
間
の
税
額
決
定
後
に
同
じ
世

帯
の
国
民
健
康
保
険
の
加
入
者
に
異

動
が
あ
っ
た
場
合
は
、
変
更
後
の
納
付
書
を

後
日
郵
送
し
ま
す
。

○
納
税
は
便
利
な
口
座
振
替
を
ご
利
用
く
だ

さ
い

　
口
座
振
替
の
手
続
き
は
預
貯
金
通
帳
、
通

帳
使
用
の
印
か
ん
、
納
税
通
知
書
を
持
っ
て

預
貯
金
口
座
の
あ
る
金
融
機
関
か
役
場
税
務

課
ま
で
お
越
し
く
だ
さ
い
。

募集
◦申し込み・問い合わせ　下記の問い合わせ先にお願いします

平成27年度男女共同参画社会づくり地域リーダー育成事業研修生募集

熊
本
県
で
は
、
男
女
共
同
参
画
社
会
づ

く
り
に
幅
広
い
知
識
と
行
動
力
を
備

え
た
地
域
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
す
る
た
め
、
研

修
生
を
募
集
し
ま
す
。

●
募
集
対
象

町
内
在
住
の
20
歳
以
上
65
歳
未
満
の
男

女
で
、
全
研
修（
事
前
研
修
・
国
内
派
遣

研
修
・
自
主
研
修
・
事
後
研
修
）に
意
欲

を
持
っ
て
参
加
で
き
る
人
。
ま
た
、
研

修
後
は
、
男
女
共
同
参
画
社
会
形
成
の

推
進
や
情
報
の
提
供
者
と
し
て
活
動
で

き
る
人
。

●
募
集
人
員

　
一
般
研
修
生
１
人（
県
内
で
20
人
）

●
募
集
期
間　
６
月
30
日（
火
）

●
研
修
先　
県
内
お
よ
び
県
外
研
修

　
（
東
京
方
面
２
泊
３
日　

10
月
23
日（
金
）

～
25
日（
日
）予
定
）

●
研
修
費
用　
一
部
負
担

　
（
県
・
町
か
ら
補
助
が
あ
り
ま
す
）

●
申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ

　
役
場
人
権
推
進
課　
男
女
共
同
参
画
推
進
係

☎
０
９
６（
２
９
３
）３
１
２
２

　
く
ま
も
と
県
民
交
流
館

　
（
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
）

☎
０
９
６（
３
５
５
）１
１
８
７

平成27年度国民健康保険税についてのお知らせ税
◦問い合わせ　役場税務課　住民税係　☎ 096（293）3117

　平成27年度より、医療保険分・後期高齢者支援金分・介護納付金分の課税限度額の見直しが行われました。

年度比較 医療保険課税分 後期高齢者支援金等
課税分 介護納付金課税分 合計

平成26年度 51万円 16万円 14万円 81万円

平成27年度 52万円
（＋１万円）

17万円
（＋１万円）

16万円
（＋２万円）

85万円
（＋４万円）

課税限度額が変わります

　国の定める所得基準を下回る世帯については、均等割額と平等割額を軽減する制度があります。

　※均等割額……被保険者一人一人にかかる金額
　※平等割額……１世帯ごとにかかる金額

　軽減については３つの区分（７割軽減・５割軽減・２割軽減）に判定されますが、平成27年度から２割軽減お
よび５割軽減の所得基準が見直され、軽減の対象となる人の範囲が拡大されます。

　ただし、所得の申告がない場合は、基準を下回るかどうかの判断ができないため、軽減対象とならないことが
あります。適正な課税を行うためにも所得の申告を必ずしてください。

税負担軽減の対象となる人の範囲が拡大されます

保険税軽減基準額
軽減 年度比較 世帯主と被保険者の前年所得合計額

７割
平成26年度 33万円以下

平成27年度 33万円以下
（従来どおり）

５割
平成26年度 33万円＋（被保険者数×24万５千円）以下の世帯

平成27年度 33万円＋（被保険者数×26万円）以下の世帯

２割
平成26年度 33万円＋（被保険者数×45万円）以下の世帯

平成27年度 33万円＋（被保険者数×47万円）以下の世帯

17 広報おおづ 2015.6 16広報おおづ 2015.6


